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121自治体を含む3458名のタバコ対策担当者様、EBTC会員、名刺交換・講演・原稿依頼をされた方へ   1-800
　　　産業医科大学　大和より　（知人への転送・拡散・紹介歓迎。不要になった方は「不要」とお返事下さい）

WHOから重大な発表がありました。
MPOWER（注）として2年おきに全世界の喫煙対策をモニタリングしています。
2019年7月26日、WHOは2019年版を公表しました。以下はプレスリリース。
https://www.who.int/tobacco/global_report/en/

フルレポート＝MPOWER2019は以下からダウンロードできます。
https://apps.who.int/iris/bitstream/handle/10665/326043/9789241516204-eng.pdf?ua=1

①その中で、加熱式タバコも有害、と報告。フルレポートの52～55頁。NHKの報道は以下。
加熱式たばこ 健康リスク軽減につながらず 規制を ＷＨＯ　　2019年7月27日 16時22分
https://www3.nhk.or.jp/news/html/20190727/k10012010961000.html
　ＷＨＯ＝世界保健機関は、近年普及している火を使わない「加熱式たばこ」について、
　有害物質が少ないことが強調されているものの、必ずしも健康上のリスクを軽減させることにはつながらないと指摘し、
　従来のたばこと同じように規制をするよう呼びかけました。
　ＷＨＯは26日、喫煙に関する世界各国の規制状況についての報告書を公表しました。
　この中で、公共の場での喫煙の禁止、他人のたばこの煙を吸い込む受動喫煙対策、たばこ税の導入など、
　何らかの喫煙規制対策を導入する国は２年間で15か国増えて136か国になり、規制への意識が高まっていると評価しました。
　「加熱式たばこ」については、従来のたばこに比べ有害性が少ないことが強調されているが、
　従来のたばこと同じ有害物質が含まれることには変わりなく、必ずしも健康上のリスクを軽減させることにはつながらないほか、
　受動喫煙の有害性も否定できないと指摘しました。
　そのうえで、国ごとに「加熱式たばこ」への規制状況が異なるとして、従来のたばこと同じように規制するよう呼びかけました。
　スイスのジュネーブで会見したＷＨＯの専門家は「たばこ業界は加熱式たばこは禁煙促進効果があるとも主張しているが
　科学的証拠は示されていない。若者が『これなら安全だ』とたばこに手をするきっかけにもなっている」と述べ、
　広告の在り方にも警鐘を鳴らしました。

②屋内全面禁煙の国は55→62か国に増加。フルレポートの76～79頁です。
　WHOは以下の８分野がすべて法律で全面禁煙の国をカウントしています。
　（①医療施設  ②幼保小中高  ③大学  ④官公庁　⑤一般企業 
　　 ⑥レストラン　   ⑦バー（居酒屋）　   ⑧公共交通機関）
　49か国（2014年）⇒55か国（2016年）⇒62か国（2018年）と増えました。
　あと少しで完全禁煙の国も多数あります。
　日本も2020年の改正健康増進法が施行されれば、ワンランクアップです。

注：MPOWERはタバコ対策の頭文字です。
　Monitor tobacco use and prevention policies＝喫煙率、販売量のモニタリングと
　Protect people from tobacco smoke
　Offer help to quit tobacco use
　Warn about the dangers of tobacco
　Enforce bans on tobacco advertising, promotion and sponsorship
　Raise taxes on tobacco
詳細は、国立保健医療科学院の学術誌の特集に解説されています。
https://www.niph.go.jp/journal/data/64-5/201564050001.pdf
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807-8555　北九州市八幡西区医生ヶ丘１−１　
産業医科大学　産業生態科学研究所　健康開発科学研究室　大和　浩

ダイヤルイン：093-691-7473、学内PHS 4729、
直通FAX: 093-602-6395、学内用内線FAX: 8062、
ホームページ：http://www.tobacco-control.jp/
３日経っても返信がない場合、リマインドメールをお願い致します。


